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証券コード 7695
2023年６月９日

（電子提供措置の開始日 2023年5月31日）
株 主 各 位

東京都渋谷区東一丁目26番20号
東京建物東渋谷ビル７Ｆ

株式会社交換できるくん
代表取締役社長 栗 原 将

第25期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第25期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.dekirukun.co.jp/co/ir/

※上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」、「株主総会」の順に選択い
ただきご確認ください。

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲載して
おりますので、下記ウェブサイトにアクセスし、銘柄名に「交換できるくん」又は証券コードに
「7695」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」の順に選択して、ご確認ください
ますようお願い申し上げます。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月26日(月曜日)午後６時までに到着するようご送
付くださいますようお願い申し上げます。

敬具
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記

１. 日 時 2023年６月27日(火曜日) 午後１時(受付開始 午後０時30分)
２. 場 所 東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

渋谷ソラスタ４階 渋谷ソラスタコンファレンス４G
３. 株主総会の目的事項

報 告 事 項 １. 第25期(2022年４月１日から2023年３月31日まで)事業報告及び連
結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

２. 第25期(2022年４月１日から2023年３月31日まで)計算書類報告の件
決 議 事 項
議 案 取締役４名選任の件

以上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。

◎本株主総会にご出席の株主様へのお土産はございません。何卒ご理解くださいますようお願い
申し上げます。

◎電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。従いま
して、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面は、監査報告を作成するに際
し、監査役及び会計監査人が監査をした対象書類の一部であります。
① 連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
② 計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表

◎本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、電子提供措置事項を記載した書
面を全ての株主様にお送りしております。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
議 案 取締役４名選任の件
取締役全員(４名)は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の選任を

お願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況
並びに当社における地位及び担当

所有株式数
(株)

１

くり はら まさる

栗 原 将
(1975年10月29日)

1996年４月 株式会社メガ入社

1,385,000

1998年11月 有限会社ケイシス(現当社)設立代表取締役社長
（現任）

2017年11月 株式会社CRESCUNT設立代表取締役(現任)
2021年７月 株式会社KDサービス取締役
2022年 6 月 株式会社KDサービス取締役会長

［取締役候補者とした理由］
当社創業以来一貫して当社代表を務め、長年に亘る経営経験とともに企業価値の向上を
目指し、事業運営における迅速かつ柔軟な意思決定を行ってまいりました。今後の当社
の成長及び経営理念の実現に向け適任であることから、引続き取締役候補者といたしま
した。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況
並びに当社における地位及び担当

所有株式数
(株)

２

さ とう こう じ

佐 藤 浩 二
(1969年４月９日)

1992年４月 日本ユニシス株式会社(現BIPROGY株式会社)入
社

－

1998年３月 日本ヒューレット・パッカード株式会社(現日
本ヒューレット・パッカード合同会社)入社

2004年８月 イー・ベンチャーサポート株式会社(現株式会
社オープンストリーム)入社

2006年４月 同社取締役
2007年７月 同社代表取締役社長

株式会社豆蔵OSホールディングス執行役員
2008年６月 同社取締役
2009年12月 株式会社フォスターネット取締役
2012年１月 ジェイエムテクノロジー株式会社取締役
2015年４月 株式会社オープンストリーム代表取締役会長

ジェイエムテクノロジー株式会社代表取締役社
長

2015年７月 センスシングスジャパン株式会社代表取締役社
長

2016年３月 株式会社コーワメックス代表取締役社長
2016年10月 ニュートラル株式会社代表取締役社長
2018年６月 株式会社豆蔵ホールディングス代表取締役社長

株式会社豆蔵取締役
株式会社ネクストスケープ取締役
株式会社エヌティ・ソリューションズ取締役

2019年６月 株式会社豆蔵ホールディングス取締役
2020年５月 株式会社オープンストリーム取締役副社長
2021年６月 当社取締役コーポレート本部長
2022年６月 株式会社KDサービス代表取締役

当社取締役副社長コーポレート本部長(現任)
2023年５月 株式会社KDサービス取締役(現任)

［取締役候補者とした理由］
複数のITサービス企業の取締役を務め、長年に亘る経営者としての豊富な経験と幅広い
見識を有しており、企業経営に精通していることから、当社の成長加速において適任で
あると判断し、引続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況
並びに当社における地位及び担当

所有株式数
(株)

３

吉
よし

田
だ

正
まさ

弘
ひろ

(1972年３月23日)

1992年４月 株式会社エス・シー・アイ入社

－

1993年８月 西日本ツーリスト株式会社入社
1995年３月 日設エンジニアリング株式会社(現株式会社テ

クノプロ)入社
2004年４月 同社執行役員海外事業部長
2007年６月 ラディアホールディングス株式会社海外事業本

部副本部長(兼)アジア事業部長
2010年６月 株式会社メイビス代表取締役社長
2011年９月 株式会社フォスターネット執行役員 営業部長
2012年４月 同社代表取締役社長
2016年６月 シアルシステム株式会社取締役
2018年６月 株式会社コーワメックス取締役
2019年６月 同社代表取締役社長
2022年４月 株式会社フォスターネット取締役
2022年10月 株式会社KDサービス取締役
2023年５月 同社代表取締役(現任)

［取締役候補者とした理由］
複数のIT・人材サービス企業の取締役を務め、長年に亘る経営者としての豊富な経験と
幅広い見識を有していること、また、2023年5月より子会社の代表取締役を務めてお
り、当社グループ経営の成長戦略の推進において適任であると判断し、取締役候補者と
いたしました。
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４

吉
よし

野
の

登
のぼる

（1949年11月５日）

1968年３月 株式会社西友ストアー(現株式会社西友)入社

－

1971年５月 株式会社タカキュー入社
1987年５月 同社取締役財務企画室長
1989年５月 同社常務取締役財務本部長
1990年７月 同社常務取締役財務・人事本部長
1996年３月 株式会社セキチュー入社
1997年５月 同社取締役総務部長
1999年２月 株式会社モスフードサービス入社
2003年４月 同社執行役員直営本部長
2007年３月 同社常務取締役営業本部長
2010年２月 同社常務取締役経営戦略本部長
2012年11月 株式会社モスストアカンパニー取締役会長
2013年３月 株式会社ホットランド社外取締役
2014年４月 吉野人事研究所代表(現任)
2017年11月 当社社外取締役(現任)

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割］
株式会社モスフードサービスの常務取締役や株式会社モスストアカンパニーの取締役会
長を務め、これまで培ってきたビジネス経験・知識などを活かし、当社の経営全般に対
する客観的かつ適切な監督・助言を通して当社の経営体制がさらに強化できるものと判
断し、引続き社外取締役候補者といたしました。
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（注）１．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．吉野登氏は社外取締役候補者であります。
３．当社は取締役候補者 吉野登氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
４．吉野登氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって５年７ヶ月であります。
５．吉野登氏と当社は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

に基づく損害賠償限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額です。同氏の再任が承認さ
れた場合、当社は同氏との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。

６．当社は会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保険
により被保険者が負担することになる役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の
追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を填補することとしております。各取締役候補者が
本総会で選任され、就任した場合には当該保険契約の被保険者となります。なお、すべての被保険者
について、その保険料を全額当社が負担しております。

７．代表取締役社長栗原将の所有株式数は、株式会社CRESCUNTが所有する株式数を含めた実質所有株
式数を記載しております。

以上
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事 業 報 告
2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国の経済は、長期化していた新型コロナウイルス感染症によ
る行動規制が緩和され、徐々に経済活動の正常化が進む一方で、原燃料価格の高騰や国際情
勢の悪化による全世界的なインフレや為替相場の変動に起因する物価上昇が依然として継続
しており、先行きが不透明な状況が続いております。
このような経済環境下におきまして、キッチン・トイレ・洗面室・浴室まわりといった日

常生活に欠かせない住宅設備機器の交換サービスをインターネット上で展開している当社で
は、「交換できるくん」Web媒体において、これまで培ってきたWebマーケティングのノ
ウハウや実績をもとに、Webサイトを検索エンジン上位に表示させるための検索エンジン
最適化(SEO※)に取組むとともに、テレビCM、動画及びSNSを活用することにより、サー
ビスの魅力や特性を波及させてまいりました。また、当連結会計年度におきましては当社が
施工した工事に対し10年間の無償保証を付帯する等、新規顧客獲得の為の施策を積極的に
展開しております。その他にも今後の売上規模拡大に備え、主要な物流拠点を継続的に拡張
しております。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は6,041,851千円(前期比25.7%増)、営業利益は

301,515千円(前期比190.9%増)、経常利益は302,371千円(前期比193.8%増)、親会社株
主に帰属する当期純利益は185,037千円(前期比179.9%増)となりました。また、工事件数
は42,892件(前期件数は36,516件)となりました。
なお、当社グループは住宅設備機器のeコマース事業の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。
(注) SEOとは、検索エンジン最適化(Search Engine Optimization)の略称で、GoogleやYahoo!の検索結果で自社Webサイ

トを上位に表示させるために様々なアプローチでWebサイトを最適化するマーケティングの手法です。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度に実施した設備投資の総額は94,394千円であり、その主なものは、売上

拡大のための基幹システムの強化・効率化を目的とした設備投資並びに拠点の拡張移転に伴
う内装工事等であります。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度においては、運転資金を目的として、長期借入金200,000千円を調達い

たしました。

（4）対処すべき課題
当社が安定的かつ持続的な成長を実現するために、対処すべき課題とその対策は以下のと

おりであります。

① 低コスト集客の実現
売上拡大には集客数の増加が必要であり、集客数の増加には集客コストがかかってまい

ります。当社が低コストで多数の集客を実現するためには、インターネット広告出稿に頼
らない検索エンジンからの自然流入のさらなる上昇が必要不可欠になります。そのために
は検索結果の順位の上位獲得が重要であり、SEO内部施策、コンテンツマーケティング施
策、モバイルフレンドリー対応、SNSなどを活用した良質な外部リンク獲得対策などの各
種SEO対策に取組んでまいります。また、サイト流入者の集客歩留まりを向上させるため
スマートフォン/PC向けサイトの読込み速度の改善やUI/UX(※)の改善に取組んでまいり
ます。
(注) UI/UXとは、User Interfase/User Experienceの略称で、UIとはデザイン、フォントや外観などのユーザーの視覚に

触れるすべての情報のことであり、UXとはユーザーがこれらのUIを実装したサービスを通じて得られる体験を指しま
す。

② サービス知名度の向上とユーザー数の拡大
当社が持続的に成長するためには、新規ユーザーを継続的に獲得していくことが必要不

可欠であると認識しております。そのために、効果的な広告宣伝やメディア活動等によ
り、当社及び当社Webサイト「交換できるくん」の知名度を向上させ、ユーザー数の拡
大に取組んでまいります。
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③ システムの安定稼働と強化
当社は、インターネット上にてサービスを提供していることから、安定した事業運営を

行うにあたり、システムの安定的な稼働が重要であると認識しております。そのために、
継続的なシステム投資及び人材補強等によりシステム強化に取組んでまいります。

④ 経営管理体制の強化
当社は、コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスの徹底等に取組むことが企業価

値の向上につながるものと認識しております。そのために、事業規模拡大の基礎となる経
営管理体制をより強化してまいります。

⑤ 集客チャネル・販路拡大
当社は、インターネット経由での受注獲得は事業拡大に不可欠であるものの、中長期的

な成長のためにはインターネット以外の集客チャネル・販路拡大も必要と認識しておりま
す。そのために、住宅設備メーカーや住宅設備関連企業などとのBtoBの取引強化を進め
てまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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（5）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第22期
（2020年３月期）

第23期
（2021年３月期）

第24期
（2022年３月期）

第25期
［当連結会計年度］
（2023年３月期）

売 上 高（千円） － － 4,807,487 6,041,851

経 常 利 益（千円） － － 102,912 302,371
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益（千円） － － 66,108 185,037

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 金 額 （円） － － 29.38 81.91

総 資 産（千円） － － 1,483,717 2,214,058

純 資 産（千円） － － 848,884 1,047,480

１株当たり純資産額 （円） － － 377.28 462.68
（注）１．第24期より連結計算書類を作成しておりますので、第23期以前の状況は記載しておりません。

２．第24期の期首より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用
しており、第24期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載
しております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第22期
（2020年３月期）

第23期
（2021年３月期）

第24期
（2022年３月期）

第25期
［当事業年度］

（2023年３月期）
売 上 高（千円） 4,008,308 4,721,358 4,753,812 5,872,968

経 常 利 益（千円） 171,655 255,547 103,368 316,903

当 期 純 利 益（千円） 133,542 205,549 66,699 199,941
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 金 額 （円） 64.51 97.27 29.65 88.51

総 資 産（千円） 855,533 1,520,953 1,481,816 2,192,942

純 資 産（千円） 288,424 788,809 849,475 1,062,975

１株当たり純資産額 （円） 139.34 350.82 377.54 469.52
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（注）１．第24期の期首より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用
しており、第24期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載
しております。

２．2020年２月28日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。当該株式分割が第22
期の期首に行われたと仮定して、１株当たり当期純利益金額及び１株当たり純資産額を算定しており
ます。

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社KDサービス 25,000千円 100.0% 住宅設備の施工関連事業及び
法人向けDX化支援事業

(注) 当事業年度の末日において特定完全子会社はありません。
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（7）主要な事業内容
当社は、住宅オーナーの住宅設備機器の故障や劣化などによる機器交換時のニーズに対し

て、住宅設備機器と工事をセットで販売するeコマース事業を展開しております。当社では
大規模リフォームは行わず、住宅設備機器の交換事業に特化しております。
具体的には、以下の住宅設備機器について、当社のWebサイト「交換できるくん」に寄

せられるお客様からのお問合せに対して、当社独自のWeb見積りシステムにより見積り提
示を行い、その後の交換工事以外のすべてのサービスを非接触・非対面(インターネット及
び電話)により行う効率的なビジネスモデルとなっております。

［主な取扱い内容］

リフォーム箇所 取扱い商品

キッチンまわり ビルトイン食洗機、ビルトインガスコンロ、レンジフード、IHクッキング
ヒーター、蛇口・水栓、キッチンカップボード

トイレ・洗面室、浴室まわり トイレ、洗面化粧台、浴室暖房乾燥機、ガス給湯器

その他 天井埋込み型エアコン、ディスポーザー

（8）主要な営業所（2023年３月31日現在）
名 称 所 在 地

本 社 東京都渋谷区

営 業 所 大阪府豊中市
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（9）従業員の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の従業員数

従業員数 前連結会計年度末比増減

79名 3名減
(注) 従業員数には、年間平均臨時雇用者数（有期雇用）28名（１日８時間換算）は含んでおりません。

② 当社の従業員数
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

54名 28名減 35.6歳 5.1年
(注) 従業員数には、年間平均臨時雇用者数（有期雇用）19名（１日８時間換算）は含んでおりません。

（10）主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 92,308千円

株式会社りそな銀行 91,669千円

株式会社横浜銀行 49,845千円

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 8,280,000株
（2）発行済株式の総数 2,264,100株 (自己株式144株を含んでおります)
（3）株主数 1,379名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

株式会社CRESCUNT 1,000,000株 44.17％

栗原 将 385,000株 17.01％

栗原 剛 135,000株 5.96％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 104,800株 4.63％

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 51,200株 2.26％

株式会社SBI証券 38,100株 1.68％

野村信託銀行株式会社(投信口) 37,000株 1.63％

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 36,200株 1.60％

ジャパンワランティサポート株式会社 28,000株 1.24％

J.P.Morgan Securities plc 22,300株 0.99％
(注) 持株比率は、自己株式(144株)を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項（2023年３月31日現在）
（1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況

第１回新株予約権 第３回新株予約権

発行決議日 2017年12月15日 2019年３月28日

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 30,000株
(新株予約権１個につき10,000株)

普通株式 7,500株
(新株予約権１個につき100株)

新株予約権の払込金額 払込みを要しない 払込みを要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 640,000円
(１株当たり64円)

新株予約権１個当たり 99,000円
(１株当たり990円)

権利行使期間 2020
2027

年
年

１
11

月
月

１
30

日から
日まで

2020
2029

年
年

６
２

月
月

１
28

日から
日まで

行使の条件 （注）１ （注）2

役 員 の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 ３個
目的となる株式数 30,000株
保有者数 １名

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

社外取締役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

監査役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

新株予約権の数 75個
目的となる株式数 7,500株
保有者数 ３名

（注）１．第１回新株予約権の行使の条件
（1）新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても、当社又

は当社子会社の取締役、監査役、従業員又は顧問、社外協力者その他これに準ずる地位を有してい
なければならない。ただし、新株予約権者が権利行使時において当社株主の地位を有する場合、又
は当社取締役会決議により正当な理由があると認められた場合は、この限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の行使は認めないものとする。
（3）その他権利行使の条件は、当社と本新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。
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２．第３回新株予約権の行使の条件
（1）新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても、当社又

は当社子会社の取締役、監査役、従業員又は顧問、社外協力者その他これに準ずる地位を有してい
なければならない。ただし、新株予約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、あるいは
取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。
（3）新株予約権の行使によって発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することと

なる時は、当該新株予約権の行使を行うことはできないものとする。
（4）その他権利行使の条件は、当社と本新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2023年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 栗 原 将 株式会社CRESCUNT 代表取締役
株式会社KDサービス 取締役会長

取 締 役 副 社 長 佐 藤 浩 二 コーポレート本部長
株式会社KDサービス 代表取締役

常 務 取 締 役 酒 井 克 知 株式会社KDサービス 常務取締役

取 締 役 吉 野 登 吉野人事研究所 代表

常 勤 監 査 役 松 澤 修 株式会社KDサービス 監査役

監 査 役 鈴 木 謙 吾 鈴木謙吾法律事務所 代表

監 査 役 村 木 達 也 村木達也税理士事務所 代表
（注）１．取締役吉野登氏は、社外取締役であります。

２．監査役鈴木謙吾及び村木達也の両氏は、社外監査役であります。
３．監査役鈴木謙吾氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有しておりま

す。
４．監査役村木達也氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。
５．当社は、取締役吉野登、監査役鈴木謙吾及び村木達也の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び監査役との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項
に定める最低責任限度額としております。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険の被保険者の範囲は、当社及び子会社の取締役、監査役、執
行役員及び管理職の地位にある従業員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当
該保険契約により、被保険者である役員等の職務の執行に起因して保険期間中に損害賠償請
求等がなされた場合の損害賠償金及び訴訟費用等が補填されます。
ただし、当該保険契約に係る免責規定により、被保険者が法令違反等を認識しながら行っ

た行為等を含む一定の場合には免責となります。

（4）取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

39,500
(4,200)

39,500
(4,200) － － ４

(１)
監 査 役
（うち社外監査役）

12,200
(4,800)

12,200
(4,800) － － ３

(２)
合 計
（うち社外役員）

51,700
(9,000)

51,700
(9,000) － － ７

(３)
（注）１．取締役の報酬限度額は、2018年６月29日開催の第20期定時株主総会にて年額200,000千円以内と

決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名(うち社外取締役は１名)です。
２．監査役の報酬限度額は、2018年６月29日開催の第20期定時株主総会にて年額20,000千円以内と決

議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名(うち社外監査役は２名)です。
３．当社においては、取締役会の委任決議に基づき、代表取締役社長栗原将が取締役の個人別の報酬の決

定をしております。委任した理由は、当社の取締役の多くが業務執行取締役であるため、業務執行を
統括する代表取締役社長による決定が適しているとの判断によるものであります。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
・社外取締役吉野登氏は、吉野人事研究所の代表であります。当社は、吉野人事研究所と
の間には重要な取引その他の関係はありません。

・社外監査役鈴木謙吾氏は、鈴木謙吾法律事務所の代表であります。当社は、鈴木謙吾法
律事務所との間には重要な取引その他の関係はありません。

・社外監査役村木達也氏は、村木達也税理士事務所の代表であります。当社は、村木達也
税理士事務所との間には重要な取引その他の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役 吉 野 登
当事業年度に開催された取締役会14回のすべてに出席いたしました。長年
に亘る事業会社での経験と知見から経営全般の透明性、コーポレート・ガ
バナンスの向上等について必要な発言を適宜行っております。

区 分 氏 名 主な活動状況

社 外 監 査 役 鈴 木 謙 吾
当事業年度に開催された取締役会14回及び監査役会14回のすべてに出席
いたしました。弁護士としての専門的な見地からコンプライアンス経営の
推進等について必要な発言を適宜行っております。

社 外 監 査 役 村 木 達 也
当事業年度に開催された取締役会14回及び監査役会14回のすべてに出席
いたしました。税理士としての専門的な見地から財務・会計等について必
要な発言を適宜行っております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務(監査証明業務)の対価として

当社が支払うべき報酬等の額 27,000 千円

② 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務の対価として
当社が支払うべき報酬等の額 －千円

①及び②の合計額 27,000 千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行及び報酬見積りの算出根拠等が適切
であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を
いたしました。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定
に基づき当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解
任した旨及びその理由を報告いたします。

（5）責任限定契約の内容の概要
当社との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく賠償の限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
（1）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正性を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ 取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等に従い、経営に関する重要

事項を決定します。
ｂ 取締役会は、全社的な内部統制システムの整備に関する基本方針を決定及び適切に運

用し、それに従い職務執行しているかを監督します。
ｃ 職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ高い企業倫理観を保つとともに、社会的責

任を果たすため「企業倫理宣言」の周知徹底を図ります。
ｄ 内部通報制度に関する規程に基づき、社外に相談窓口を設け、迅速に対応します。な

お、内部通報者の継続的な保護を徹底します。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ａ 取締役の職務の執行に係る情報又は文書は、社内規程に基づき適切に保存及び管理し

ます。
ｂ 取締役及び監査役は、いつでもこれらの文書等を閲覧できるものとします。

③ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制
企業経営に重大な影響を及ぼす事象を認識し、未然に防止するとともに万一重大な事案

が発生した場合は、損失又は不利益を最小化するためリスク管理規程等に基づき適切な措
置を講じます。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会規程を遵守す

るとともに、取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時開催します。
ｂ 各取締役は、毎月開催する取締役会において業務目標の達成状況、課題解決のための

取組み等を報告することにより、業務執行状況の監督を受けます。
ｃ 取締役会による月次業績のレビューと改善策を実施します。
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⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制並びに使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に対する指示
の実効性に関する事項

ａ 当社は、監査役の職務を補助する使用人は配置していませんが、取締役会は監査役会
と必要に応じて協議し当該使用人を配置します。

ｂ 補助すべき期間中は、任命された使用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし、
取締役の指揮命令は受けないものとします。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制
ａ 取締役及び使用人は、コンプライアンス及びリスクに関する事項等、会社に著しい損

害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合は、速やかに監査役に報告します。
ｂ 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するために重要な会議に

出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に
応じて取締役又は使用人に対して、その説明を求めることができるものとします。取
締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合は、速
やかに報告しなければならないものとします。

⑦ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ 監査役会が、必要に応じて専門の弁護士、会計士等に対して、監査業務に関する助言

を受ける機会を保障します。そのための費用は、監査役の職務の執行に必要なもので
はないと認められる場合を除き、当社がこれを負担します。その他監査役の職務の執
行によって生ずる費用のため、年間の監査計画に基づく経費予算を確保します。

ｂ 監査役は、内部監査担当が実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受
け、その実施状況について適宜報告を受けるものとします。

ｃ 代表取締役社長と監査役は、定期的な意見交換を実施します。

⑧ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考えとその整備状況
ａ 「企業倫理宣言」において、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には毅然

とした態度をもって対応し、反社会的勢力との関係を一切遮断することを宣言してい
ます。
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ｂ 反社会的勢力対策規程を定め、反社会的勢力とは一切関係もしくは取引しないことを
周知徹底し、万一反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、警察、弁護士等と
連携して対応します。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、上記に掲げた内部統制システムを整備しておりますが、当該内部統制システム

構築にかかる基本方針に基づく具体的な運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組み状況
取締役会は４名で構成され、監査役３名も出席しております。当事業年度において取締

役会は14回開催され、業務執行などの監督を行うとともに各議案の審議にあたっては、
活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保されております。

② 監査役監査の実効性の確保に関する取組み状況
監査役会は、常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成されております。監査役は、取

締役会及びリスク・コンプライアンス委員会などの重要な会議への出席、稟議書等の重要
書類を閲覧するほか、代表取締役との意見交換、取締役・使用人からの報告、使用人から
の担当業務の聴取を通じて、監査の実効性を図りました。当事業年度において監査役会は
14回開催され、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議・決議を行っており
ます。

③ リスク管理及びコンプライアンスに関する取組み状況
経営に重大な影響を及ぼすリスク発生の未然防止やリスク発生時の被害を最小限にとど

めることを目的として、リスク・コンプライアンス委員会を４回開催いたしました。ま
た、eラーニングを含む各種研修による教育活動を通じて、全役職員のコンプライアンス
に関する知識や意識の向上を図っています。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと位置付けており、内部留

保を充実し、収益基盤の拡大及び収益拡大のための投資に充当することが最大の利益還元に
つながると考えております。こうした考えのもと、創業以来、配当は実施しておらず、今後
も当面は内部留保の充実を図る方針であります。内部留保資金については、財務体質を強化
し人材育成、システム開発、知名度向上等、事業拡充、収益基盤の強化拡大のための投資に
活用する方針であります。将来的には、内部留保の充実状況及び企業を取巻く事業環境を勘
案のうえ、株主の皆様に対して安定的かつ継続的な利益還元を検討してまいりますが、当期
の剰余金の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきたく存じます。

株主の皆様には、誠に申し訳ありませんが、何卒事情ご理解のうえ、ご了承賜りますよう
お願い申し上げます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）１．本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。

２．記載金額には消費税等は含まれておりません。



― 26 ―

連 結 貸 借 対 照 表
(2023年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 1,866,835 流 動 負 債 1,014,552
現 金 及 び 預 金 1,132,584 買 掛 金 457,065
売 掛 金 371,149 １年内返済予定の長期借入金 86,606
商 品 304,605 未 払 金 6,390
仕 掛 品 5,408 未 払 費 用 131,810
前 払 費 用 46,879 契 約 負 債 124,210
そ の 他 6,208 未 払 法 人 税 等 126,373
固 定 資 産 347,222 未 払 消 費 税 等 40,766
有 形 固 定 資 産 99,727 賞 与 引 当 金 32,202
建 物 93,541 そ の 他 9,126
機 械 及 び 装 置 0 固 定 負 債 152,026
工 具、 器 具 及 び 備 品 6,185 長 期 借 入 金 152,026
車 両 運 搬 具 0 負 債 合 計 1,166,578

無 形 固 定 資 産 73,246 ( 純 資 産 の 部 )
ソ フ ト ウ エ ア 73,246 株 主 資 本 1,047,480

投 資 そ の 他 の 資 産 174,249 資 本 金 268,389
投 資 有 価 証 券 20,737 資 本 剰 余 金 188,389
出 資 金 510 利 益 剰 余 金 591,359
長 期 前 払 費 用 30,483 自 己 株 式 △657
敷 金 及 び 保 証 金 98,563
繰 延 税 金 資 産 23,953

純 資 産 合 計 1,047,480
資 産 合 計 2,214,058 負債・純資産合計 2,214,058
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連 結 損 益 計 算 書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 6,041,851
売 上 原 価 4,661,673
売 上 総 利 益 1,380,177
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,078,661
営 業 利 益 301,515
営 業 外 収 益

受 取 利 息 8
為 替 差 益 2,226
講 演 料 収 入 100
雑 収 入 319 2,654

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,051
投 資 事 業 組 合 運 用 損 638
雑 損 失 108 1,798

経 常 利 益 302,371
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 67 67
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 302,303
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 130,579
法 人 税 等 調 整 額 △13,313
当 期 純 利 益 185,037
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 185,037



― 28 ―

貸 借 対 照 表
(2023年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 1,796,502 流 動 負 債 977,940
現 金 及 び 預 金 1,087,385 買 掛 金 478,948

売 掛 金 358,296 １年内返済予定の長期借入金 86,606

商 品 304,605 未 払 金 6,390
仕 掛 品 5,408 未 払 費 用 106,009
前 払 費 用 35,019 契 約 負 債 122,966
そ の 他 5,787 未 払 法 人 税 等 126,001
固 定 資 産 396,439 未 払 消 費 税 等 21,303
有 形 固 定 資 産 99,727 賞 与 引 当 金 23,323
建 物 93,541 そ の 他 6,391
機 械 及 び 装 置 0 固 定 負 債 152,026
工 具、 器 具 及 び 備 品 6,185 長 期 借 入 金 152,026

無 形 固 定 資 産 73,246 負 債 合 計 1,129,966
ソ フ ト ウ エ ア 73,246 ( 純 資 産 の 部 )

投 資 そ の 他 の 資 産 223,465 株 主 資 本 1,062,975
投 資 有 価 証 券 20,737 資 本 金 268,389
関 係 会 社 株 式 50,000 資 本 剰 余 金 188,389
出 資 金 510 資 本 準 備 金 188,389
長 期 前 払 費 用 29,708 利 益 剰 余 金 606,854
敷 金 及 び 保 証 金 98,555 そ の 他 利 益 剰 余 金 606,854
繰 延 税 金 資 産 23,953 繰 越 利 益 剰 余 金 606,854

自 己 株 式 △657
純 資 産 合 計 1,062,975

資 産 合 計 2,192,942 負債・純資産合計 2,192,942
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損 益 計 算 書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 5,872,968
売 上 原 価 4,606,532
売 上 総 利 益 1,266,435
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 950,388
営 業 利 益 316,047
営 業 外 収 益

受 取 利 息 8
為 替 差 益 2,226
講 演 料 収 入 100
雑 収 入 319 2,654

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,051
投 資 事 業 組 合 運 用 損 638
雑 損 失 108 1,798

経 常 利 益 316,903
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 67 67
税 引 前 当 期 純 利 益 316,835
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 130,208
法 人 税 等 調 整 額 △13,313
当 期 純 利 益 199,941
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年５月23日
株式会社交換できるくん
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 善 方 正 義

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 伊 東 朋

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社交換できるくんの２０２２年４月１日か

ら２０２３年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社交換できるくん及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年５月23日
株式会社交換できるくん
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 善 方 正 義

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 伊 東 朋

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社交換できるくんの２０２２年４月

１日から２０２３年３月３１日までの第２５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。



― 35 ―

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第25期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査担当その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、取締役会で定期的に報告を受けるとともに、常勤監査役が子会社の監査
役を兼務しており、子会社の取締役会に出席するほか、子会社の取締役、使用人から直接その職
務の執行状況や事業報告を受け、企業集団としての情報収集を図りました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月24日
株式会社交換できるくん 監査役会

常勤監査役 松 澤 修 ㊞
社外監査役 鈴 木 謙 吾 ㊞
社外監査役 村 木 達 也 ㊞

以上



渋谷
ヒカリエ

TSUTAYA

SHIBUYA
109

ハチ公像
モスバーガー

セブンイレブン

セブンイレブン

モヤイ像

西口
バスターミナル

西口
バスターミナル

渋谷
マークシティ

渋谷
マークシティ 三菱UFJ 銀行

サピックス
小学部渋谷校

セルリアンタワー

カプセルホテル
渋谷

南平台

国道
２４６

道玄坂

渋谷駅

道玄坂上
交番前

SHIBUYA ＳＯＬＡＳＴＡ
ＣＯＮＦＥＲＥＮＣＥ
渋谷ソラスタ　コンファレンス

株主総会会場ご案内図

会場：東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号 渋谷ソラスタ４階
渋谷ソラスタコンファレンス４G

交通：ＪＲ山手線／ＪＲ埼京線／東京メトロ銀座線／東京メトロ半蔵門線／
東京メトロ副都心線／東急東横線／東急田園都市線／京王井の頭線
各線 渋谷駅

ＪＲ渋谷駅「西口」から徒歩６分
ＪＲ渋谷駅「ハチ公口」から徒歩７分
ＪＲ渋谷駅直結渋谷マークシティ４Ｆ「道玄坂上方面出口」から徒歩２分

※駐車場の用意がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお
願い申し上げます。



電子提供措置の開始日 2023年５月31日

第25期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

株式会社交換できるくん
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連結株主資本等変動計算書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

(単位：千円)
株 主 資 本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 261,459 181,459 406,322 △356 848,884 848,884

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 6,930 6,930 13,860 13,860
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 185,037 185,037 185,037

自 己 株 式 の 取 得 △301 △301 △301
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 6,930 6,930 185,037 △301 198,596 198,596

当 期 末 残 高 268,389 188,389 591,359 △657 1,047,480 1,047,480
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 株式会社KDサービス

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取
り込む方法により処理しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として個別法による原価法
(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
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③ 固定資産の減価償却の方法
a. 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。
建物附属設備 10 ～ 18 年
機械及び装置 ６ 年
工具、器具及び備品 ４ ～ ８ 年
車両及び運搬具 ２ 年

b. 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における見込利用額(５年)に基づく定額法を採用しております。

④ 引当金の計上基準
賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計

年度に見合う分を計上しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交

換に受取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、取引の対価は履行義
務を充足してから短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれて
おりません。
また、主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点につ

いては、「４．収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。
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２．会計方針の変更に関する注記
(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第31号 2021年６月17日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算
定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用
指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、連結
計算書類に与える影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
(連結貸借対照表関係)
前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「契約負債」(前

連結会計年度49,488千円)は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記し
ております。

４．収益認識に関する注記
（1）収益の分解情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度(2022年４月１日 至 2023年３月31日)
(単位：千円)

サービス区分 売上高
商品売上 4,395,493
工事売上 1,646,357
顧客との契約から生じる収益 6,041,851
その他の収益 －
外部顧客への売上高 6,041,851
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（2）収益を理解するための基礎となる情報
① 住宅設備機器の交換工事サービスに係る収益認識

当社グループの主要な事業である住宅設備機器の交換工事サービスには、住宅設
備機器の販売が含まれております。なお、工事は短期間で完了するものであるため、
顧客との契約に基づいて工事が完了し、かつ顧客が検収した時点において履行義務
が充足されると判断し、収益を認識しております。

② 代理人取引に係る収益認識
住宅設備機器の商品部分の延長保証サービスに係る収益については、顧客から受

取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差引いた純額で収益を認識しておりま
す。

③ 保証サービスに係る収益認識
住宅設備機器の交換工事サービスには工事保証及び商品保証が含まれており、当

該保証を履行義務として識別し、保証期間にわたって収益を認識しております。

④ 自社ポイントに係る収益認識
当社ECサイト「交換できるくん」において、会員の購入金額に応じて当該サイト

で利用可能なポイントを発行しており、付与したポイントを履行義務として識別し、
将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配
分を行う方法により収益を認識しております。
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（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 258,391
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 371,149
契約負債(期首残高) 49,488
契約負債(期末残高) 124,210

（注）１．契約負債は、主に住宅設備機器の交換工事に付随する保証サービスの対価
のうち、期末時点において履行義務を充足していない残高であり、収益の
認識に伴い取り崩されます。

２．当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に
含まれていた額は、26,241千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当初の予想契約期間が１年以内の取引については、実務上の便法を適用し、残存

履行義務に関する情報の記載を省略しております。当連結会計年度において残存履
行義務に配分した取引価格の総額及び収益が見込まれる期間は、以下のとおりであ
ります。

(単位：千円)
当連結会計年度

１年以内 25,516
１年超２年以内 24,409
２年超３年以内 19,064
３年超４年以内 7,094
４年超５年以内 6,089
５年超 28,665
合計 110,839



― 46 ―

５．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産(純額) 23,953千円
繰延税金資産(繰延税金負債と相殺前) 23,953千円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プラン
ニングに基づき繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

② 主要な仮定
将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、そ

の主要な仮定は売上高の予測であります。

③ 翌連結会計年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である売上高の予測は、見積りの不確実性が高く、売上高が変動するこ

とに伴い、課税所得の見積り額が変動することにより、繰延税金資産の回収可能性
の判断に重要な影響を与えるリスクがあります。

６．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 29,026千円
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,264,100株

（2）剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。)の目的となる株式の種類及び数
普通株式 56,100株

８．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時

的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入に
より調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。投資有価証

券は、投資事業組合への出資であり、市場価格の変動リスク及び投資先の信用リス
クに晒されておりますが、定期的に財務状況を把握しております。営業債務である
買掛金、未払費用の支払期日は、１年以内であります。借入金は運転資金の確保等
を目的として調達したものであり、長期借入金の返済期限は決算日後３年以内であ
ります。



― 48 ―

（2）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について、取引先別及び残高を管理するとともに、財
務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を行っております。

② 市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握し、今後の事業展

開等を考慮し、保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)
当社グループは、資金繰り計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管

理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を
織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることもあります。

⑤ 信用リスクの集中
当連結会計年度の決算日現在における営業債権のうち大部分が上位３社に対する

ものであります。
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（3）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額
(千円)

時 価
(千円)

差 額
(千円)

敷金及び保証金 98,563 98,683 120

資 産 計 98,563 98,683 120
長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金含む) 238,632 236,183 △2,448

負 債 計 238,632 236,183 △2,448
(注) １．現金及び預金、売掛金及び買掛金、未払費用、未払法人税等、未払消費税等は、すべて短期で決済

されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

(注) ２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,132,584 － － －

売掛金 371,149 － － －

敷金及び保証金 36,124 62,439 － －

合 計 1,539,858 62,439 － －

(注) ３．連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体の時価は上記に含め
ておりません。連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体の連
結貸借対照表計上額は、20,737千円です。

(注) ４．借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 86,606 96,233 55,793 － － －

合 計 86,606 96,233 55,793 － － －
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（4）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す
る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン
プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察可能できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し
た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。

時価で連結貸借対照表に計上している以外の金融商品

区分
時 価
(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 98,683 － 98,683

資 産 計 － 98,683 － 98,683
長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金含む) － 236,183 － 236,183

負 債 計 － 236,183 － 236,183
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資 産
敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価の算定については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指

標に信用リスクを加味した利率により割引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類
しております。

負 債
長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 462円68銭
１株当たり当期純利益 81円91銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はございません。
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株主資本等変動計算書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

(単位：千円)
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 261,459 181,459 181,459

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 6,930 6,930 6,930

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

当 期 変 動 額 合 計 6,930 6,930 6,930

当 期 末 残 高 268,389 188,389 188,389

株 主 資 本

純資産合計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 406,913 406,913 △356 849,475 849,475

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 13,860 13,860

当 期 純 利 益 199,941 199,941 199,941 199,941

自 己 株 式 の 取 得 △301 △301 △301

当 期 変 動 額 合 計 199,941 199,941 △301 213,500 213,500

当 期 末 残 高 606,854 606,854 △657 1,062,975 1,062,975
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法により処理しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として個別法による原価法
(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物につい
ては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～15年
機械及び装置 ６年
工具、器具及び備品 ４～６年

② 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける見込利用額(５年)に基づく定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に見

合う分を計上しております。
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（4）重要な収益及び費用の計上基準
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換

に受取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、主要な事業における主な
履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「連結注記表 ３．収益認
識に関する注記」に記載のとおりであります。

２．会計方針の変更に関する注記
(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第31号 2021年６月17日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会
計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針
が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類
に与える影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
(貸借対照表関係)
前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「契約負債」(前事業

年度49,488千円)は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

４．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表

４．収益認識に関する注記」に記載している内容と同一のため、記載を省略しております。
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５．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産(純額) 23,953千円
繰延税金資産(繰延税金負債と相殺前) 23,953千円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プラン
ニングに基づき繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

② 主要な仮定
将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、そ

の主要な仮定は売上高の予測であります。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である売上高の予測は、見積りの不確実性が高く、売上高が変動するこ

とに伴い、課税所得の見積り額が変動することにより、繰延税金資産の回収可能性
の判断に重要な影響を与えるリスクがあります。

６．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 28,076千円

（2）関係会社に対する金銭債権、金銭債務
短期金銭債権 14,625千円
短期金銭債務 85,424千円

７．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引 770,476千円
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８．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 144株

９．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 7,141千円
商品評価損 1,062
未払事業税 6,125
敷金償却 2,784
長期貸付金 2,559
その他 9,683

繰延税金資産小計 29,357
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,403
評価性引当額小計 △5,403
繰延税金資産合計 23,953
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（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき
の、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0％
住民税均等割額 1.0％
留保金課税 5.4％
評価性引当額の増減 △0.3％
その他 0.2％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.9％

10．関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名称 議決権等の所
有割合 事業の内容

関連当事
者との関

係
取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子会社 ㈱KDサービス 所有
直接100.0％ サービス業

施 工 業
務 の 委
託等

施工業
務委託
費用

754,529 買掛金 85,424

（注）支払金額については、業務内容及び一般取引条件を勘案し毎期交渉のうえ、決定しておりま
す。

11．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 469円52銭
１株当たり当期純利益 88円51銭

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。


